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また、川上から川下までの関係者が広く参画する官民協議会
「民間建築物等における木材利用促進に向けた協議会」(ウッ
ド・チェンジ協議会)は、民間建築物等における木材利用に当た
っての課題や解決方法の検討、木材利用の先進的な取組等の発
信など、木材を利用しやすい環境づくりに取り組んでいる。 

さらに、民間建築物等での木材利用を後押ししていくため、
都市
ま ち

の木造化推進法により、建築物木材利用促進協定制度が創
設された(資料Ⅲ－18)。国若しくは地方公共団体と建築主等との２者、又は、林業・木材
産業事業者や建築事業者も加えた３者等で協定を結ぶ仕組みであり、令和６(2024)年12月
末時点で、国において25件(資料Ⅲ－19、事例Ⅲ－３)、地方公共団体において146件の協定
が締結されており、各地でこれに基づく建設が進んでいる(資料Ⅲ－20)。協定に基づき令
和６(2024)年に木造化・木質化した建築物の木材利用量は約124,852㎥となっている。 

建築物木材利用促進協定 
https://www.rinya.maff.go.jp/j/ri
you/kidukai/mokuri_kyoutei/inde
x.html 

事事例例ⅢⅢ－－２２  燃えしろ設計による全国初の木造４階建て県営住宅   
従来、４階建て以上の建築物や共同住宅等の特殊建築物注は、構造部材を耐火構造とする

必要があったが、平成30(2018)年の建築基準法改正により新たに⾧時間準耐火構造による
燃えしろ設計が可能となった。 

令和４(2022)年、徳島県徳島市において、この燃えしろ設計による全国初の４階建て県営
住宅となる徳島県新浜町団地県営住宅２号棟が建設された。この建築物では、在来軸組工法
の柱・梁

はり
に国産カラマツの大断面集成材を採用し、75分間準耐火構造の燃えしろ設計とす

ることで、構造部材の木材を 現
あらわ

しで用いている。また、法令上耐火性能が要求されない斜
材には、国産ヒノキ製材を現しで用い、外装やフローリングには県産スギ材を活用してい
る。 

建築に当たっては、火災時の避難安全性の検証、木造遮音床の開発、高耐力壁を実現する
接合金物の開発、県産材調達に向けた木材関連団体との協議等が行われており、同様の建築
物を設計する上で必要となる知見が蓄積されている。令和６(2024)年４月に施行された改
正建築基準法等において建築基準が合理化されたことにより、今後、このような木材を現し
で用いた大規模な建築物が一層普及することが期待できる。 

 
注：不特定又は多数の人が利用する建築物や就寝に利用する建築物など、火災時における利用者の避難安全性確

保に特に配慮を要する建築物。 

構造材が現しで用いられている県営住宅の外観 国産材が多く使用されている内装 
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